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1. 建設DX

■インフラ分野のDX
社会経済状況の激しい変化に対応し、インフラ分野においてもデータとデジタル技術を活用して、国民

のニーズを基に社会資本や公共サービスを変革すると共に、業務そのものや、組織、プロセス、建設業や
国土交通省の文化・風土や働き方を変革し、インフラへの国民理解を促進すると共に、安全・安心で豊か
な生活を実現すべく、取組みを推進する。

※国土交通省資料「i-Constructionとインフラ分野のDX」より抜粋



1. 建設DX

■将来の社会イメージ（建設現場）

※「第５期国土交通省技術基本計画（令和４年４月）国土交通省」より抜粋

20〜30年先（おおむね2040〜2050年頃）の将来を想定
人手不足の状況下でも生産性・安全性が最大限高まるような建設施工の自律化・遠隔化等が実現する社会



1. 建設DX

■ICT施工

工 種
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

公告 実施 公告 実施 公告 実施 公告 実施

土工 133 24 140 21 192 27 275 24

土工 (1,000m3 未満）

小規模土工

作業土工(床掘)

舗装工(路盤工) 26 9 46 1 60 4

舗装工(修繕工) 31 3 102 7

河川浚渫 0 0

付属構造物設置工 1 0

法面工 3 0

地盤改良工 3 0

合 計 133 24 166 30 269 31 444 35

(18%) (18%) (12%) (8%)

【単位：件】

※農業農村整備事業および森林整備保全事業のICT活用工事は令和５年７月から試行開始

令和４年度末から試行

令和４年度末から試行

令和４年度末から試行

発注者指定型：土工(10,000m3 以上)、受注者希望型：その他工種

佐賀県発注工事の実施状況（令和５年３月末時点）



建設現場の遠隔臨場に関する試行要領のURL

https://www.pref.saga.lg.jp/kiji00326131/

建設現場における遠隔臨場事例集のURL

https://www.pref.saga.lg.jp/kiji00373547/

1. 建設DX

■遠隔臨場
ウェアラブルカメラ、タブレット、スマートフォ

ン等のモバイル端末等による映像と音声の双方向通
信を使用して「段階確認」「材料確認」「立会」を
行う。

佐賀県は令和４年度から試行

＜対象工事＞
県土整備部、農林水産部、地域交流部が発注する
すべての工事

＜費用＞
・発注者指定型：発注者負担
・受注者指定型：受注者負担

※コロナ対策として実施した場合は
発注者負担

＜工事成績評定＞
・発注者指定型：評価対象としない
・受注者指定型：創意工夫で加点

佐賀県の令和４年度実施状況（土木、農林）
（令和５年３月末時点）

公告：1,075件 実施：18件（2％）

※佐賀県の取組事例

https://www.pref.saga.lg.jp/kiji00326131/
https://www.pref.saga.lg.jp/kiji00373547/


情報共有システム運用ガイドラインのURL

https://www.pref.saga.lg.jp/kiji00326131/

1. 建設DX

■情報共有システム（ASP）

※詳細は、要領（佐賀県ホームページ）の参照、工事担当職員への確認をお願いします。

工事関係書類の電子化、管理資料作成などを情報
共有システムを利用して行う。

佐賀県は平成30年度から試行

＜対象工事＞
県土整備部、農林水産部、地域交流部が発注する
すべての工事

＜費用＞
すべて受注者希望型：共通仮設費に含む

佐賀県の令和４年度実施状況（土木、農林）
（令和５年３月末時点）

公告：1,216件 実施：88件（7％）

情報共有、移動時間削減など
受発注者間の業務効率化が図れます。
積極的な利用をお願いします！

※「現場グラウドOne (株)現場サポート」パンフレットより抜粋

https://www.pref.saga.lg.jp/kiji00326131/


1. 建設DX

■BIM/CIM

※「BIM/CIM原則適用に係る参考資料（令和５年３月）国土交通省」より抜粋

（国土交通省）

（国土交通省）

佐賀県も導入を
目指し検討。



２. 公共事業労務費調査

■公共事業労務費調査

■今年度の佐賀県発注工事の調査件数

公共工事の工事費の積算に使用する「公共工事設計労務単価」を設定するための基礎となる賃金の調査。
建設業の担い手確保・育成のため「公共工事設計労務単価」の引き上げが重要！

対 象 工 事 国土交通省、農林水産省、都道府県および
政令指定都市 等所管の公共工事

対象労働者 51職種（元請企業、下請企業）
一人親方、警備会社含む

対 象 月
10月の賃金
一部の職種は ９月の賃金（10月に従事して
いない場合）
１日でも従事したら対象

調査フロー 右図参照

対 象 工 事

90件
書面調査 55件 ＋ オンライン調査 35件
＜内訳＞
・土木事務所 47件
・ダム管理事務所 8件
・農林事務所 20件
・建築住宅課 15件

■公共事業労務費調査のHP



令和４年度の調査において、佐賀県では約３割の標本が棄却されています！ご注意ください。

２. 公共事業労務費調査

※「公共事業労務費調査の手引き（令和５年10月）公共事業労務費調査連絡協議会」より抜粋

■無効標本を有効標本へ（お願い）


